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中国における合弁会社設立に関するお知らせ 

 
 
当社は、2016 年 12 月 16 日開催の取締役会において、当社および当社の子会社である台湾京三股份有限

公司（以下、台湾京三）、上海申磬産業有限公司の子会社である安徽三聯交通応用技術股份有限公司（以下、

安徽三聯交通）の３社の出資による合弁会社を中国において設立することを決議しましたので、下記の  

とおりお知らせいたします。 

 
記 

 

 

１．合弁会社設立の目的 

 

当社は、今後も道路交通安全施設への投資の増加が期待できる中国において、交通安全施設製品 

（以下、交通信号制御機等）の生産と販売を推進するため、安徽省合肥市に合弁会社を設立いたし  

ます。新設する合弁会社は、当社および当社の子会社である台湾京三と中国の道路交通安全技術分野

をリードする安徽三聯交通の３社が共同出資し、中国における性能品質に優れた交通信号制御機等の

生産、販売体制を整備し、事業規模の拡大をめざしてまいります。 

 

２．合弁会社の概要 

 

（1） 商 号 安徽三聯京三智能科技有限公司 

（2） 所 在 地 安徽省合肥市 

（3） 代 表 者 未定 

（4） 設 立 年 月 2017 年６月（予定） 

（5） 事 業 年 度 の 末 日 12 月 31 日 

（6） 資  本  金 2,000 万人民元（約 334 百万円※） 

（7） 出 資 比 率 安徽三聯交通応用技術股份有限公司 60％ 

株式会社京三製作所        30％ 

台湾京三股份有限公司       10％ 

（8） 主 な 事 業 内 容 高機能型交通信号制御機および派生製品の研究開発・生産・販売、 

高度道路交通システムの計画・設計・設置調整・コンサルティング・

評価・技術サービスなど 

                      ※使用為替レ－ト 1 人民元＝16.7 円（2016 年 12 月 12 日現在） 

 

 

 



 

３．関係する会社の概要  

 

（1）安徽三聯交通応用技術股份有限公司 

（1） 商 号 安徽三聯交通応用技術股份有限公司 

（2） 所 在 地 安徽省合肥市高新区華佗巷 88 号 

（3） 代 表 者 董事長 金 会慶 

（4） 設 立 年 月 日 2005 年 12 月５日 

（5） 資  本  金 4,265 万人民元（約 712 百万円※） 

（6） 大株主および持株比率 上海申磬産業有限公司 48.14％ 

金 会慶 27.88％ 

（7） 主 な 事 業 内 容 運転免許試験関連装置および製品の研究開発・販売 

                   ※使用為替レ－ト 1 人民元＝16.7 円（2016 年 12 月 12 日現在） 

（2）株式会社京三製作所 

（1） 商 号 株式会社京三製作所 

（2） 所 在 地 横浜市鶴見区平安町二丁目 29 番地１号 

（3） 代 表 者 代表取締役 ＣＯＯ 社長執行役員 戸子台 努 

（4） 設 立 年 月 日 1917 年９月３日 

（5） 資  本  金 62 億 7,030 万円 

（6） 大株主および持株比率 日本生命保険相互会社 9.70％ 

京三みづほ会 6.75％ 

（7） 主 な 事 業 内 容 鉄道信号システム・道路交通管制システム・半導体応用機器等の

生産販売 

 

（3）台湾京三股份有限公司 

（1） 商 号 台湾京三股份有限公司 

（2） 所 在 地 中華民國台中市潭子区台中加工出口区建国路３－１号 

（3） 代 表 者 董事長 杉田 信一 

（4） 設 立 年 月 日 1971 年３月 24 日 

（5） 資  本  金 12,500 千台湾ドル（約 45 百万円※） 

（6） 大株主および持株比率 株式会社京三製作所 100％ 

（7） 主 な 事 業 内 容 信号用継電器およびその半製品、部品の製造と輸出販売 

                  ※使用為替レ－ト 1 台湾ドル＝3.62 円（2016 年 12 月 12 日現在） 

 

４．今後の日程 

取締役会決議 2016 年 12 月 16 日 

合弁契約締結 2016 年 12 月 19 日（予定） 

合弁会社設立 2017 年 ６月（予定） 

 

５．今後の見通し 

本件が当社グループの連結業績に与える影響につきましては軽微の見通しでありますが、今後業績

に影響を与えると判断した場合は適時開示してまいります。 

 

 

以 上 


